
　　　　　　　主　　　文
１　被告Ａは、東京都に対し、６万１５００円及びこれに対する平成１１年９月１
５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
２　被告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ及び同Ｅは、東京都に対し、各自５万９８００円及びこれ
に対する平成１１年９月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払
え。
３　被告Ｆは、東京都に対し、６万２５００円及びこれに対する平成１１年９月１
５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
４　被告Ｇは、東京都に対し、３万５０００円及びこれに対する平成１１年１０月
２９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
５　被告Ｈは、東京都に対し、３万７７００円及びこれに対する平成１１年９月１
６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
６　被告Ｉは、東京都に対し、３万７７００円及びこれに対する平成１１年９月１
５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
７　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
８　訴訟費用のうち、参加によって生じた部分は被告に生じたものを除き参加人の
負担とし、その余は被告らの負担とする。
　　　　　　　事実及び理由
第１　当事者の求めた裁判
１　請求
（１）　被告Ａ及び同Ｊは、東京都に対し、各自１３万４２４５円及びこれに対す
る平成８年７月１３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
（２）　被告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ及び同Ｅは、東京都に対し、各自１３万２５４５円及
びこれに対する平成８年７月１３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支
払え。
（３）　被告Ｆは、東京都に対し、１３万５２４５円及びこれに対する平成８年７
月１３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
（４）　被告Ｇ、同Ｈ及び同Ｉは、東京都に対し、各自１０万４０４５円及びこれ
に対する平成８年７月１３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
２　被告らの答弁
　原告らの請求をいずれも棄却する。
第２　事案の概要
　被告らは平成８年７月当時東京都議会議員若しくはその妻又は東京都職員であっ
た者であるところ、被告らは、平成８年７月３日から１０日まで、東京都知事を代
表とするローマ市友好代表団と共に顧問団としてローマにおいて友好都市提携の調
印に臨み、その後ミュンヘン及びベルリンに出張した際、宿泊料、自動車雇上料及
び通訳雇上料のそれぞれにつき、本来支払われるべき額よりも多額の金員を受領し
たとして、東京都の住民である原告が、地方自治法２４２条の２第１項４号に基づ
き、被告らそれぞれに対し、都に代位して不当利得返還請求をする住民訴訟であ
る。
１　関係法令等の定め
（１）　都議会議員の旅費に関する法令等の定め
　都議会議員が職務のために出張したときは、その費用の弁償を受けるが、その場
合の宿泊料は、議長が都議会を代表する場合は、東京都知事等の給料等に関する条
例の規定により都知事が受けるべき額に相当する額である３万３５００円、その他
の議員については、東京都知事等の給料等に関する条例の規定により都副知事が受
けるべき額に相当する額である２万４２００円である（地方自治法２０３条１項、
３項及び５項、東京都議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（以下
「費用弁償条例」という。）７条、東京都知事等の給料等に関する条例３条、別表
（二））。費用弁償の支給方法については、職員の旅費に関する条例（以下「旅費
条例」という。）の適用を受ける職員の例による（費用弁償条例１１条）。
（２）　都職員の旅費に関する法令等の定め
　都職員が、任命権者又は任命権者の委任を受けた者（以下「旅行命令権者」とい
う。）の発する旅行命令を受けて出張した場合には旅費が支給される（地方自治法
２０４条１項及び３項、旅費条例３条１項、４条１項）。旅費のうち、宿泊料は旅
行中の夜数に応じ一夜当たりの定額により支給され、外国旅行に関する具体的な支
給額は、旅行先の区分に応じて同条例別表第２に定められている（旅費条例６条７
項、３５条１項）。それによれば、旅行先区分の甲地方の宿泊料は、指定職の職務



にある者又は９級以上の職務にある者については一夜につき２万１５００円、８級
及び７級の職にある者については１万８８００円、６級以下の職務にある者につい
ては１万６１００円である。任命権者は、旅行者が旅費条例の規定による旅費によ
り旅行することが当該旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上困難で
ある場合には、人事委員会と協議して定める旅費を支給することができる（旅費条
例４２条２項）。
（３）　旅行命令権者に関する法令の定め
　都議会事務局の職員については、議長が任免権を有することから（地方自治法１
３８条５項）、議長が旅行命令権者となる。また、議員の旅行は、議会活動の一環
として、議会の議決に基づいて行われ、議会の議長が、議会の事務を統理し、議会
を代表するとされている（同法１０４条）ことからして、議員に対する旅行命令権
は、本来的には議会にあり、具体的には事務統理権を有する議長にあると解されて
いる。
（４）　外国において支払をする経費に関する法令の定め
　外国において支払をする経費については、課長又は担当課長の請求に基づき、必
要な資金を前渡できる（地方自治法２３２条の５第２項、地方自治法施行令１６１
条１項１号、東京都会計事務規則７６条１項３号）。資金前渡受者は、その交付を
受けた資金の範囲内において処理する契約に関する事務を委任されている（資金前
渡を受けた者に対する契約事務の委任に関する規則）。
　友好都市その他外国の都市との交流に関しては議会局調査部国際課がその事務を
分掌する（東京都議会議会局組織規程１３条）。
２　前提となる事実（証拠番号を付したもの以外は当事者間に争いがない。）
（１）　当事者
ア　原告は東京都の住民である。
イ　被告Ａと同Ｊとは夫婦であり、平成８年７月当時、被告Ａは都議会議長であっ
た。被告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ、同Ｅ及びＫは、平成８年７月当時、都議会議員であっ
た。
ウ　被告Ｆ（都議会局長・指定職）、同Ｇ（都議会局調査部専門調査担当副参事・
７級）、同Ｈ（都議会局管理部秘書課課長補佐兼秘書係長・６級）及び同Ｉ（都議
会局調査部国際課外事担当主査・５級）は、平成８年７月当時、都の職員であり、
それぞれ括弧内に記載した職務に就き、同記載の号俸等を受けていた（丙１０、１
１）。
（２）　被告らの海外出張
　被告ら及びＫは、都知事を代表とする東京都訪ローマ市友好代表団とともに、顧
問団として都とローマ市との友好都市提携の調印に望むこと、都の友好都市である
ベルリン市の議会との交流を深めることなどを目的として、平成８年７月３日から
同月１０日にかけて別紙「海外出張の行程等」の記載のとおり、ローマ、ミュンヘ
ン及びベルリンを巡る海外出張をした（以下「本件出張」という。）。なお、Ｋ
は、ローマ滞在の後直ちに帰国した（甲１、丙１０）。
（３）　宿泊料の増額調整
　本件出張先は旅行先区分がすべて甲地方に当たるから、議長である被告Ａの宿泊
料は一夜当たり３万３５００円、被告Ｂ外４名の議員については各２万４２００
円、被告Ｆについては、２万１５００円、被告Ｇについては１万８８００円、被告
Ｈ及び同Ｉについては各１万６１００円となる（丙１の１及び２、２）。
　被告Ａは、平成８年６月２７日、宿泊料の増額調整を行うこととし、それぞれ１
人につき一夜当たり、被告Ａについては、ミュンヘン分を１１万７０００円に、ベ
ルリン分を１２万５０００円に、被告Ｂ外４名の議員及び同Ｆについては、ローマ
分を５万７５００円に、ミュンヘン分を７万円に、ベルリン分を８万５０００円
に、被告Ｇ及び同Ｉについては、ローマ分を５万０５００円に、ミュンヘン分を５
万７０００円に、ベルリン分を６万２０００円とした（丙１０）。
　議会局国際課長であるＬは、平成８年６月２７日、被告Ｈの宿泊料に関し、被告
Ｇと同様に増額する旨の決定を行った（丙１１）。
（４）　宿泊料の支出
　平成８年７月１日、都議会議会局長の支出決定に基づき、給与取扱者に指定され
ている都議会局管理部総務課人事係長は、出納長から（３）により増額された宿泊
料合計３５９万９５００円の資金前渡を受けた後、同日、被告Ａに対し３６万７０
００円を、被告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ、同Ｅ及び同Ｆに対しそれぞれ４１万２５００円
を、Ｋに対し１７万２５００円を、被告Ｇ、同Ｈ及び同Ｉに対しそれぞれ３３万２



５００円を支払った。
　その後、随行職員の１人が、他の旅行者の宿泊費相当額を預かり、旅行代理店を
介し滞在先のホテルに合計３０７万９０００円を支払った。部屋代の内訳は、ミュ
ンヘンのαホテルで被告Ａ及び同Ｊが滞在したジュニアスイートにつき１泊１１万
２０００円、被告Ｂ外４名の議員及び同Ｆが滞在したデラックスツインにつき１泊
５万４０００円、被告Ｇ外２名の随行職員が滞在したスタンダードツインにつき１
泊４万１０００円、ベルリンのホテルγで被告Ａ及び同Ｊが滞在したジュニアスイ
ートにつき１泊９万３０００円、被告Ｂ外４名の議員及び同Ｆが滞在したデラック
スツインにつき１泊６万９０００円、被告Ｇ外２名の随行職員が滞在したスタンダ
ードツインにつき１泊４万６０００円であった（甲１、弁論の全趣旨）。
（５）　自動車雇上料及び通訳雇上料の支出
　平成８年７月２日、都議会議会局長がした支出決定に基づき、担当課長である議
会局調査部国際課長であるＬは、出納長から自動車雇上料１４５万４０００円及び
通訳雇上料１２５万円の資金前渡を受けた（弁論の全趣旨）。
　随行職員が、国際課長であるＬから自動車雇上料及び通訳雇上料を預かり、同人
は、東急観光株式会社を通じてこれを支払ったが、その領収書には、自動車雇上料
１３８万７７４２円、通訳雇上料１２２万７０９１円と、実際の支払額を超える金
額が記載されていた（甲１）。
（６）　精算手続
　平成８年７月１２日及び同月２２日、上記各支出のうち、自動車雇上料につき６
万６２５８円、通訳雇上料につき２万２９０９円を戻し入れる旨の精算手続が行わ
れたが、旅費については戻入額は零とされた（甲１）。
（７）　監査請求
　原告は、平成１１年６月８日、監査委員に対し、被告らに対し、１０７５万９４
０８円を都に返還するよう請求する旨の措置請求をした。
　監査委員は、平成１１年８月５日、同月３１日までに都が被った次の損害を補填
するために必要な措置を勧告することを内容とする監査の結果を出し、原告に通知
した（甲１）。
①　ベルリンでの懇親会費、ローマ、ミュンヘン及びベルリンにおける自動車雇上
料及び通訳雇上料の領収書に記載された金額と代理店への支払額との差額３４万２
９８８円
②　増額調整を行った上で資金前渡により受領した宿泊料と代理店への支払額との
差額５２万０５００円
③　①及び②の合計額に対する精算日の翌日から支払まで年５分の割合による利子
相当額
（８）　都に対する補てん
　平成１１年８月９日、都に対し、上記の監査結果に則り、１００万２８８３円が
補填された。
２　争点
（１）　宿泊料の増額調整の可否
（２）　被告らの不当利得の成否
（３）　自動車雇上料及び通訳雇上料の支払の相手方
（４）　被告らの不当利得の成否
３　争点に関する当事者の主張
（１）　宿泊料の増額調整の可否（争点１）
ア　原告の主張
　宿泊料の額については、公費の適正な支出を図るべく、旅費条例により、旅行先
の区分に応じた定額が定められているから、定額以上の宿泊料を支出するために
は、特別な事情が必要である。本件出張のうち、ミュンヘン滞在中は公式行事は一
切設定されておらず、地元有力者の訪問を受ける予定は皆無であったし、仮に訪問
を受けたとしても、ホテルのロビー等の客室以外で面談することが可能であったか
ら、高額な客室に宿泊する必要性はなかった。ベルリン滞在についても、ベルリン
市議会議員との懇親会は別途予定されており、他に被告らがベルリン市の有力者か
らの訪問を受ける予定はなかったのであり、仮に訪問を受けたとしても、上記のと
おり、客室以外で面談することが可能であったから、高額な客室に宿泊する必要性
はなかった。したがって、ミュンヘン及びベルリン滞在中の宿泊料を増額すべき特
別の事情はなかった。
イ　被告らの主張



（ア）　費用弁償条例１１条により、議員の旅費の増額調整に関してはその性質に
反しない限り旅費条例４２条２項が適用される。同項にいう「任命権者」とは、同
条例４条と併せて読めば旅行命令権者のことであると解される。議員の旅行は、議
会活動の一環として議会の議決に基づいて行われることから、議員の旅行命令権者
は、議会の事務統理権を有する議長であり、議長についても同様である。なお、議
長及び議員は特別職の公務員であり、人事委員会の権限は特別職には及ばないと解
されるから、旅費条例４２条２項の規定のうち、任命権者と人事委員会との協議に
関する部分は適用されない。議会事務局職員については、議長が任命権者であるか
ら同人が旅行命令権者であるところ、議長は、昭和５４年７月６日、人事委員会に
対し、議会事務局職員が議員等の特別職にある者に随行し、かつ車中、船中、航空
機中並びに宿泊施設において行動を共にする必要がある場合における旅費の増額に
ついて協議の申出をし、人事委員会は、同月１２日、上記申出に同意している。
（イ）　本件出張は、被告らが都知事を代表とする東京都訪ローマ市友好代表団と
ともに顧問団として都とローマ市との友好都市提携の調印に望むこと、都の友好都
市であるベルリン市の議会との交流を深めることなどを目的として出張したもので
あるが、出張期間中は、その目的達成に向け、常に万全を期する必要があり、都議
会議員については、訪問先都市の市長、議員等地元有力者の訪問を受けた場合にも
自室で対応でき、都政を代表する都議会議長、議員としての社会的地位にふさわし
く、安全性、利便性を備えた部屋を確保する必要から、宿泊料を増額した。また、
随行職員については、顧問団との連絡を密にとり、随行の職務を全うする必要か
ら、顧問団と同じフロアーの近接した部屋に宿泊する必要があり、そのため、宿泊
料を増額したものである。そして、宿泊料の増額分の決定に際しては、現地のホテ
ルに精通している東急観光株式会社新宿支店から、宿泊料の見積りを徴し、妥当な
金額を決定したものである。なお、ミュンヘン滞在中は公式行事は予定されていな
かったが、地元有力者の訪問を受けることは十分に想定されたので、旅行期間を通
じて宿泊料を増額調整したものである。
（２）　被告らの不当利得の成否（争点２）
ア　原告の主張
（ア）　（１）アのとおり、ミュンヘンにおいては、宿泊料を増額すべき特別な事
情は認められなかったのであるから、被告らは、次の計算式のとおり、実際にαホ
テルに支払った金額と条例によって定められた宿泊料の定額との差額、具体的に
は、それぞれ一人当たり、被告Ａ及び同Ｊは２万２５００円、被告Ｂ外３名の議員
は２万９８００円、被告Ｆは３万２５００円、被告Ｇ外２名の随行職員は２万４９
００円につきそれぞれ不当利得返還義務を負う。
ａ　被告Ａ及び同Ｊ
１１万２０００円－３万３５００円×２＝４万５０００円
４万５０００円÷２＝２万２５００円
ｂ　被告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ及び同Ｅ
５万４０００円－２万４２００円＝２万９８００円
ｃ　被告Ｆ
５万４０００円－２万１５００円＝３万２５００円
ｄ　被告Ｇ、同Ｈ及び同Ｉ
４万１０００円－１万６１００円＝２万４９００円
（イ）　ベルリンにおいても、宿泊料を増額すべき特別な事情は認められなかった
のであるから、ホテルγに滞在するとしても、議長である被告Ａ及び同Ｊがジュニ
アスイートではなくスイートに、被告Ｂ外議員３名及び被告Ｆがデラックスツイン
ではなくスタンダードツインに、被告Ｇらがスタンダードツインではなくシングル
に滞在すべきであったのであり、次の計算式のとおり、実際にホテルγに支払った
金額と当時の同ホテルの客室料相場及び円相場から換算した金額との差額、具体的
には、それぞれ一人当たり、被告Ａ及び同Ｊは３万９０００円、被告Ｂ外３名の議
員及び同Ｆは３万円、被告Ｇ外２名の随行職員は６４００円につきそれぞれ不当利
得返還義務を負う。
ａ　被告Ａ及び同Ｊ
（９万３０００円－５万４０００円）×２＝７万８０００円
７万８０００円÷２＝３万９０００円
ｂ　被告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ、同Ｅ及び同Ｆ
（６万９０００円－５万４０００円）×２＝３万円
ｃ　被告Ｇ、同Ｈ及び同Ｉ



（４万６０００円－３万９６００円）×２＝１万２８００円（訴状には同計算式に
より６４００円と算出した旨記載されているが、上記計算式を前提とすれば１万２
８００円となるから、６４００円は誤記であると認める。）
イ　被告らの主張
　宿泊料の増額調整の必要があったことは（１）イのとおりであり、しかも、増額
された宿泊料は、ミュンヘン及びベルリンにおけるホテルの料金相場からみて相当
の金額の範囲内であるから、不当に高額であるとの原告の主張には理由がない。し
たがって、被告らに対する宿泊費の支給が何ら違法、無効となるものではなく、法
律上の原因のない場合には当たらないから、不当利得は成立しない。
（３）　自動車雇上料及び通訳雇上料の支出の相手方（争点３）
ア　原告の主張
　海外出張に際し、現地においていかなる場合に経費を支出するかを最終的に判断
するのは個別の出張者にほかならないから、旅費以外の名目で支出される経費があ
ったとしても、本来個別の出張者がそれらを負担し、それらの経費を弁償してもら
うのが原則である。したがって、自動車雇上料及び通訳雇上料は、旅行者である被
告らに対して支出されたものであり、随行職員が現地において他の旅行者から金員
を預かって実際の支払を行ったにすぎない。
イ　被告らの主張
　自動車雇上料及び通訳雇上料は、旅費ではなく、前者については、使用料及び賃
借料、後者については役務費の科目により支出された外国で支払をする経費であ
り、給与取扱者である議会局調査部国際課長であるＬに資金前渡されたものであっ
て、被告らに対して支出されたものではない。自動車雇上げ契約及び通訳雇上げ契
約の締結権限は、国際課長であるＬが有しており、同人が有効な契約を締結し、正
当な債権者に対し支払をした以上、被告らに不当利得が成立する余地はない。
（４）　被告らの不当利得の成否（争点４）
ア　原告の主張
（ア）　自動車雇上料について
　被告らは、当初、実際には支払っていないにもかかわらず、資金前渡金とほぼ同
額になるように領収書を偽造しており、監査の結果そのことが明らかになった後も
正規の領収書は提出されていない。
　ローマ、ミュンヘン及びベルリンにおけるバス借上げ費用の平均に比べると実際
に支払われた金額は高額であるから、実際に支払われた金額１１９万５２５０円と
バス借上げ費用の平均価格７２万円との差額４７万５２５０円について、被告らは
一人当たり４万７５２５円の不当利得返還義務を負う。
（イ）　通訳雇上料について
　被告らは、当初、実際には支払っていないにもかかわらず、資金前渡金とほぼ同
額になるように領収書を偽造しており、監査の結果そのことが明らかになった後も
正規の領収書は提出されていない。
　ベルリンにおける通訳雇上料の平均に比べると実際に支払われた金額は高額であ
るから、実際に支払われた金額４２万５０００円と通訳雇上料の平均価格１７万２
８００円との差額２５万２２００円について、被告らは一人当たり２万５２２０円
の不当利得返還義務を負う。
イ　被告らの主張
　（３）イのとおり、自動車雇上料及び通訳雇上料は、いずれも被告らに支出され
たものではない上、支出された金額も現地におけるバスの借上げ及び通訳の雇用に
要する平均価格に照らして相当な金額であるから、違法ではなく、その範囲内にお
いて自動車雇上げ契約及び通訳雇上げ契約は有効であるから、法律上の原因がない
場合に該当せず、不当利得は成立しない。
第３　当裁判所の判断
１　宿泊料の増額調整の可否（争点１）について
（１）　前記第２・１・（１）のとおり、費用弁償条例７条によれば、議長が出張
する場合には東京都知事等の給料等に関する条例３条の規定により都知事が受ける
べき額に相当する金額、議員が出張する場合には同条例３条の規定により都副知事
が受けるべき額に相当する金額の旅費が支給されるが、同条例自体には、これを増
額調整し得る旨の規定はない。
　この点について、被告らは、費用弁償条例１１条に「費用弁償の支給方法につい
ては、職員の旅費に関する条例の適用を受ける職員の例による。」と規定されてい
ることから、議員の出張旅費について、旅費条例４２条２項を準用して増額調整が



できる旨主張する。
　しかし、費用弁償条例１１条は、「例による。」ことができる事項を「費用弁償
の支給方法」と限定しているのであるから、その文言からして、その事項は資金前
渡や概算払の可否といった金額の定まっている費用弁償金をいかに支給するかとい
うことに限定されるべきであり（地方自治法２３２条の４及び５の見出しが「支出
の方法」とされていることも参考となろう。）、その金額に関する定めは含まれな
いと解するのが相当である。このことは、費用弁償条例の根拠法である地方自治法
２０３条５項が「報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は、条例で
これを定めなければならない。」として、費用弁償の額とその支給方法とを区別し
ていることや、費用弁償条例１１条が単に「費用弁償については、職員の旅費に関
する条例の例による。」とせずに、「費用弁償の支給方法については、職員の旅費
に関する条例の適用を受ける職員の例による。」としていることからも明らかであ
る。すなわち、費用弁償の額について旅費条例の「例による。」とするのであれ
ば、「費用弁償（の額）については、職員の旅費に関する条例の例による。」と定
めるべきところ、そのようには規定していない。「例による」べき対象が費用弁償
の支給方法に限られることから、「費用弁償の支給方法については」との限定を付
した上で、さらに、旅費条例自体には、旅費の支給方法に関する定めがないから、
旅費条例の定め自体を適用するのではなく、旅費条例の適用を受ける職員について
適用される費用弁償の定めに従うことを明らかにするために、旅費条例「の適用を
受ける職員の例による。」との文言を用いざるを得なかったのであり、このことか
らしても、同条が旅費条例が直接に定めている旅費の額や増額調整に関する定めを
準用する趣旨でないことは明らかである。
（２）　上記のように費用弁償条例１１条は、増額調整に関する定めを準用するも
のではないと解すべきであるが、仮に、その準用があるとしても、同条の「例によ
る。」との規定は、ある制度又は法令の規定を包括的に他の同種の事項に当てはめ
ようとする場合に用いられるから、議員についても、人事委員会と協議して初めて
増額調整が可能になるというべきである（旅費条例４２条２項）。
　この点に関し、被告らは、議長及び議員は特別職の公務員であるところ、人事委
員会の権限は特別職には及ばないから、旅費条例４２条２項のうち、人事委員会と
の協議を要するとの部分については、議長及び議員の旅費を増額する場合には適用
されない旨主張する。
　しかし、人事委員会の権限について検討するに、地方自治法２０２条の２によれ
ば、人事委員会は、別に法律の定めるところにより、人事行政に関する調査、研
究、企画、立案、勧告等を行い、職員の競争試験及び選考を実施し、並びに職員の
勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不利益処分を審査し、並びにこれに
ついて必要な措置を講ずることとされ、地方公務員法８条１項には１号から１０号
まで上記各事項が具体的に掲記されている。特別職の公務員について、法律に別の
定めがある場合を除く外は地方公務員法が適用されないこととされているが（同法
４条２項）、前記地方公務員法８条１項各号に掲記された各事務の内容は、その性
質上、特別職の公務員については人事委員会が行い得ないというわけではない。そ
うすると、特別職の公務員について、法律に別の定めがある場合を除く外は地方公
務員法が適用されないこととされているのは（同法４条２項）、特別職の公務員
は、同法３条３項に規定があるとおり、任用又は選任主体及びその方式、勤務形態
等がそれぞれ一般職の公務員とは異なるため、地方公務員法の規定に基づく一律の
取扱いが不適当であり、それぞれの公務員について、事柄に応じて個別に法律の規
定を設けるなどの手当が必要であることが理由であると考えられ、事柄の性質上、
地方公務員法と同様の規定を適用することが必要であり、それが可能である場合に
は、条例により同様の定めをすることまでも排除したものではないと解すべきであ
る。地方公務員法８条１項１１号において、「前各号に掲げるものを除く外、法律
又は条例に基づきその権限に属せしめられた事務」についても人事委員会が権限を
有することとする包括的な規定を設けていることも、人事委員会の権限に属せしめ
得る権限の範囲が広範であることを意味していると解される。したがって、特別職
の公務員についても、政治的に中立で、人事行政に関する豊富な専門的知識を有す
る委員から構成される人事委員会が適切に関与し得る事項については、人事委員会
に対し、その事務を行う権限を条例によって付与することも許容されていると解す
べきである。
　そこで、特別職の公務員の旅費の増額調整について、人事委員会と協議すること
が適切か否かについて検討すると、そもそも、旅費条例４２条２項が旅費の増額調



整手続をする際に、人事委員会との協議を必要とした趣旨は、政治的に中立的で人
事行政に関する専門的知識を有する委員からなる合議体である人事委員会に対し、
増額の必要性についての意見を求めて、決定に慎重を期し、その正当性を担保した
ものであると解される。このことは議長及び議員についても同様に該当する。仮
に、人事委員会との協議が不要であるとすると、議員の旅行については、議会活動
の一環として議会が決定権を有すると考えられるから、議会において議員の旅行を
決定した場合には、予算の制約はあるものの、その範囲内でならば、議会は思うが
ままに旅費を増額できる結果、いわゆるお手盛りの危険性が生ずることとなり、地
方財政の健全性を害することになることは明らかであって、極めて不当な結果を招
くこととなる。したがって、人事委員会が特別職の公務員に関する権限を有しない
という理由で旅費条例４２条２項に定められた人事委員会との協議は不要であると
いう被告らの主張は失当というべきである。
（３）　以上によれば、議長及び議員についての宿泊料の増額調整を行ったこと
は、いずれにしても違法であるというべきである。
　そして、議員に随行した職員については、被告らは、人事委員会との間で包括的
な協議を行ったことをもって増額調整が可能である旨主張するが、そのような包括
的な協議によって旅費条例４２条２項の要請を満たしているかについては大いに疑
問がある上、随行職員に対する増額調整手続は、議長及び議員に対する同手続と一
体又はこれを当然の前提とするものであり、かつ、議長自らが増額調整によって増
額された旅費の額に見合うホテルに宿泊することを前提としてされたものであると
ころ、上記のように議長らに対する増額調整が違法であるとすると、随行職員に対
する増額調整手続も、手続の前提を欠くことになるばかりか、増額調整がされなか
った場合にも議長らが旅費条例所定の額を超える宿泊料を要するホテルに宿泊した
であろうとはたやすくは認められないから、内容的にもその前提を欠くこととな
り、いずれにしても違法の評価を免れないというべきである。
　そうすると、本件においては、被告らの宿泊料を増額すべき必要性の有無を検討
するまでもなく、その増額調整手続には瑕疵があり、違法であるというべきであ
る。
２　被告らの不当利得の成否（争点２）について
（１）　被告らのうち、被告Ｊについては、前記第２・２・（３）及び（４）のと
おり、夫である議長の被告Ａと同室に宿泊することを予定していたため、そもそも
同人に対しては宿泊料は支出されていないから、同人は、不当利得返還義務を負わ
ないと解すべきである。その他の被告らについては、前記１のとおり、被告らに対
する宿泊料の増額調整手続が違法であったとすると、被告らに対しては費用弁償条
例及び旅費条例に定められた定額の支出のみが許されるのであるから、被告らに対
して支出された宿泊料のうち、既に精算が行われている実際にホテルに支払った金
額と定額との差額分については、法律上の原因がなく、被告らはそれぞれ次のとお
りの不当利得返還義務を負うというべきである。
（ア）　ミュンヘン分
ａ　被告Ａ
１１万２０００円－３万３５００円＝７万８５００円
ｂ　被告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ及び同Ｅ
５万４０００円－２万４２００円＝２万９８００円（一人当たり）
ｃ　被告Ｆ
５万４０００円－２万１５００円＝３万２５００円
ｄ　被告Ｇ
４万１０００円－１万８８００円＝２万２２００円
ｅ　被告Ｈ及び同Ｉ
４万１０００円－１万６１００円＝２万４９００円（一人当たり）
（イ）　ベルリン分
ａ　被告Ａ
（９万３０００円－３万３５００円）×２＝１１万９０００円
ｂ　被告Ｂ、同Ｃ、同Ｄ及び同Ｅ
（６万９０００円－２万４２００円）×２＝８万９６００円（一人当たり）
ｃ　被告Ｆ
（６万９０００円－２万１５００円）×２＝９万５０００円
ｄ　被告Ｇ
（４万６０００円－１万８８００円）×２＝５万４４００円



ｅ　被告Ｈ及び同Ｉ
（４万６０００円－１万６１００円）×２＝５万９８００円（一人当たり）
（２）　しかるに、原告は、前記第２・３・（２）・アのとおり、被告Ａについて
は、同人の妻である被告Ｊに対しても宿泊料の定額分について支給がされることを
前提として、実際の支出額と定額部分との差額の２分の１について不当利得返還義
務を負う旨主張しているが、被告Ｊに対して宿泊料の支給がされていないことは前
記のとおりであるから、被告Ａの負う不当利得返還義務の範囲はこれを超えている
ので、本訴請求において認められる被告Ａの負担する不当利得返還義務の上限は、
原告の請求額となると解すべきである。また、原告は、ベルリン宿泊分について
は、実際の支出額と定額分との差額ではなく、客室をそれぞれ１ランク格下げした
場合の当時の宿泊料金及び当時の円相場から換算した金額との差額につき不当利得
返還請求をするものであって、前記の不当利得返還義務の範囲を下回ることとなる
から、本訴請求において認められる被告らの負担する不当利得返還義務の上限は、
原告の請求額となると解すべきである。そうすると、本訴請求において認められる
被告らそれぞれが負担する不当利得返還義務の額は、被告Ａについては、ミュンヘ
ン分２万２５００円、ベルリン分３万９０００円の合計６万１５００円、同Ｂ、同
Ｃ、同Ｄ及び同Ｅについては、ミュンヘン分２万９８００円、ベルリン分３万円の
合計５万９８００円、同Ｆについては、ミュンヘン分３万２５００円、ベルリン分
３万円の合計６万２５００円、同Ｇについては、ミュンヘン分２万２２００円、ベ
ルリン分１万２８００円の合計３万５０００円、同Ｈ及び同Ｉについては、ミュン
ヘン分２万４９００円、ベルリン分１万２８００円の合計３万７７００円となる。
そして、不当利得返還債務は、法律の規定により発生した債務であるから、期限の
定めのないものであって債権者の請求を受けたときから履行遅滞に陥ることになる
ため、それぞれ訴状送達の日の翌日、被告Ａ、同Ｂ、同Ｃ、同Ｄ、同Ｅ、同Ｆ及び
同Ｉについては平成１１年９月１５日、同Ｈについては同月１６日、同Ｇについて
は同年１０月２９日から民法所定の年５分の割合による遅延損害金が発生すること
になる。
３　自動車雇上料及び通訳雇上料の支出の相手方（争点３）について
（１）　原告は、自動車雇上料及び通訳雇上料の支出の相手方は被告らである旨主
張する。しかるに、宿泊料については、旅行者である被告らが、宿泊先のホテルに
対し宿泊料債務を負担し、それを東京都が弁償することとなるのに対し、自動車雇
上料及び通訳雇上料は費用弁償条例又は旅費条例のいずれにおいても旅費として認
められる種目には含まれておらず、自動車の使用及び通訳人の確保のためという外
国旅行で必要とされる経費であって、東京都が正当な債権者に対して支払うべきも
のであり、旅行者である被告らは何ら債務を負うものではないし、前記第２・１・
（３）のとおり、外国で支払をする経費については、課長又は担当課長に対して資
金前渡されるものであり、旅行者である被告らに対して支出されるものではないと
いうべきである。
　この点について、原告は、海外出張に際し、現地においていかなる場合に経費を
支出するかを最終的に判断するのは個別の出張者にほかならない旨主張する。しか
し、上記のとおり、被告らは、これらの経費については何ら債務を負担する筋合い
はないのであり、前記第２・１・（３）のとおり、資金前渡を受けた者は、その交
付を受けた資金の範囲内において処理する契約に関する事務を委任されているので
あるから、本件においては、資金前渡を受けた議会局調査部国際課長が、交付を受
けた資金の範囲内において、自動車の手配及び通訳人の確保に関する契約の事務を
行う権限を有していたと認められ、原告の主張は失当である。
　なお、原告は、自動車雇上料及び通訳雇上料について、当初偽造の領収書が提出
されて精算されたことを問題ともしているようであるが、そのことと支出の相手方
が誰であるかとは無関係である。
４　被告らの不当利得の成否（争点４）について
　３で検討したとおり、自動車雇上料及び通訳雇上料は被告らに対して支出された
ものではない以上、それらについて被告らの不当利得の成否は問題とならないとい
うべきである。
　なお、原告の主張は、被告らが不必要に高額なサービスを受けたことそれ自体が
不当な利得である旨の主張であるかのように解せないでもない。しかし、不必要に
過剰なサービスを受けたことが不当利得であるというためには、その前提として、
本件において被告らの受けたサービスの質が問題となるところ、原告は、この点に
ついて何ら主張立証していない。そうすると、この点をとらえて被告らには不当利



得返還義務があるという主張は前提を欠くというべきである。原告らは、そのほか
に、本件において提供されたサービスがその質に比して高額であったか否かを問題
としていると思われる。しかるに、不当利得が成立するためには、他人の財産又は
労務によって、利益を受けることが必要であり（民法７０３条）、この場合の「受
益」とは、ある事実の発生により、財産状態が従前より増加することを意味すると
ころ、上記のとおり、被告らは本来これらの経費について何ら債権債務関係を有し
ないのであるから、支出された金額が不当に高額であったとしても、それは東京都
の損失において債権者が利得したということにすぎず、被告らには関わりのないこ
とというほかなく、それによって被告らの財産状態が従前より増加したとは認め難
い。その上、不当利得が成立するためには、法律上の原因のないことが必要である
が（同条）、本件において、自動車雇上げ契約及び通訳雇上げ契約の対価が不当に
高額であったために、公序良俗違反などの理由により、契約自体が違法、無効とな
るのであればともかく、仮に、本件で使用された自動車又は雇用された通訳人の費
用が高額であったとしても、いずれも有効な契約に基づいてサービスが行われた以
上、それらは法律上の原因に基づく給付であるといえるから、被告らが不当利得を
得たということはできないというべきである。
第４　結論
　以上の次第であるから、原告の請求は、前記２・（２）の金額についての不当利
得返還債務及びそれぞれに対する訴状送達の日の翌日から年５分の割合による遅延
損害金の支払を求める限度において理由があるから認容し、その余については理由
がないから棄却することとし、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条、民事訴
訟法６１条、６４条ただし書、６５条１項本文を適用して、主文のとおり判決す
る。なお、仮執行宣言については相当でないから、これを付さないこととする。
東京地方裁判所民事第３部
裁判長裁判官　藤山雅行
裁判官　村田斉志
裁判官　日暮直子


